AT・RPA の 導入 に 向け た 課題 調査 業務 


プロ ポー ザル 実施 要領 





和 4 年 5 月 


誕 
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この 「 プ ロ ポ ー ザ ル 実 施 要領 」( 以 下 「 実 施 要領 」 と いう 。) は 、 岩 手 県 (以下 「 県 」 と いう 。) 
が 実施 する 「AI・RPA の 導入 に 向け た 課題 調査 業務 」 (以下 「 本 業務 」 と いう 。) に 係る 受託 
候補 者 の 選定 に 関し て 、 プ ロボ ポー ザル に 参加 し よう と する 者 (以下 「 参 加 者 」 と いう 。) が 熟知 し 、 
か つ 、 導 守 し な けれ ば な ら な い 一 般 的 事項 を 定め る も の で ある 。 


契約 の 種類 


1 

本 契約 は 、 公 募 型 プロ ポー ザル 方 式 に よる も の で あり 、 業 務 提 案 の 審 査 に より 受託 候補 者 を 選 
定 し 、 資 料 2 「 業 務 仕 様 書 」 に 掲げ る 業務 に つい て 、 県 と 受託 候補 者 が 協議 の 上 、 契 約 を 締結 す 
る も の で ある こと 。 


2 本 業務 の 概要 


(1) 業務 名 及び 数 量 
「AI・RPA の 導入 に 向け た 課題 調査 業務 」 一 式 
(2) 業務 内 容 
資料 2「 業 務 仕 様 書 」 の と お り 。 
(3) 委託 期間 
委託 契約 締結 の 日 か ら 令 和 4 年 
(4) 委託 予算 額 (上 限 額 ) 
5, 156, 000 円 以内 (税込 ) 
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3 業務 提案 を 求め る 内 容 
資料 3 「 業 務 提案 書 作成 要領 」 の と お り 。 


4 参加 者 の 資格 要件 等 


参加 者 は 、 下 記 に 揚げ る プロ ポー ザル 参加 資格 (以下 、「 参 加 資 格 」 と いう 。) の 要件 を すべ 
て 満た し て いる 者 で あり 、 か つ 、 県 か ら 参 加 資 格 の 確認 を 受け た 者 と する 。 

な お 、 提 案内 容 に よっ て は 、 県 内 に 事務 所 を 有する 者 を 優先 し て 選定 する 場合 が ある 。 
また 、 複 数 の 者 に よる 共同 提案 も 認め る が 、 そ の 場合 、 代 表 者 を 定め た うえ で 参加 する も の 
と し 、 県 と の 契約 の 当事者 は 当該 代表 者 と する 。 
【 参 加 資格 の 要件 〕 
(1) 本 業務 の 実施 に つい て 、 県 の 要求 に 応じ て 来 庁 し 、 対 応 で きる 体制 を 整え て いる こと 。 
(2) 最近 3 年 間 に お いて 、 国 、 地 方 公共 団体 に 対し 、 同 種 の 業務 を 受託 し た 実績 又は デジ タル 
化 に 係る 研修 を 実施 し た 実績 を 有する 者 で ある こと 。 
(3) 地方 自治 法 施行 令 (昭和 22 年 政令 第 16 号 ) 第 167 条 の 4 の 規定 に 該当 し な い 者 で ある こと 。 
(4) 民事 再生 法 (平成 11 年 法律 第 225 号 ) に 基づき 再生 手続 開始 の 申立 て を し て いる 者 若しくは 
再生 手続 開始 の 申立 て が され て いる 者 ( 同 法 第 33 条 第 1 項 に 規定 する 再生 手続 開始 の 決定 を 
受け た 者 を 除く 。) 又は 会 社 更生 法 (平成 14 年 法律 第 154 号 ) に 基づき 更生 手続 開始 の 申立 て 
を し て いる 者 若しくは 更生 手続 開始 の 申立 て が され て いる 者 ( 同 法 第 41 条 第 1 項 に 規定 する 
更生 手続 開始 の 決定 を 受け た 者 を 除く 。) で な いこ と 。 
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(5) 破産 法 (平成 16 年 法律 第 75 号 ) 第 18 条 又は 第 19 条 の 規定 に よる 破産 手続 開始 の 申立 て を な 
され て いな い 者 で ある こと 。 旧 和 議 法 (大 正 11 年 法律 第 72 号 ) 第 12 条 の 規定 に よる 和議 開始 
の 申立 て を な され て いな い 者 で ある こと 。 

(6) 最近 1 年間 の 法人 税 、 事 業 税 、 消 費 税 及 び 地 方 消費 税 等 を 滞納 し て いな い 者 で ある こと 。 

(7) 事業 者 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む 。) 又は 支店 若しくは 営業 所 を 代表 する 者 等 、 そ の 

経営 に 関与 する 者 が 、 雄 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 

号 ) 第 2 条 第 6 号 に 規定 する 鞭 力 団員 又は 又 力 団 ( 同 法 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 雷 力 団 を い 
う 。 以 下 同 じ 。) 若しくは 雷 力 団員 と 徐 接 な 関係 を 有 し て いる 者 で な いこ と 。 

な お 、 県 は 、 事 業者 の 役員 等 が 、 ウ 暴力 団員 等 で や る か どう か を 警察 本 部 に 周 会 する 場合 が 
ある こと 。 

(8) 参加 資格 確認 申請 書類 の 提出 の 日 か ら 委 託 候補 者 を 選定 する まで の 期間 に 、 県 か ら 一 般 委 
託 契 約 に 係る 入札 参加 制限 措置 基準 (平成 23 年 10 月 5 日 出 第 116 号 ) に 基づく 入札 参加 制限 又 
は 文書 入 告 に 伴う 入札 に 参加 で き な い 措置 を 受け て いな い 者 で ある こと 。 

(9) 上 記 (8) に 規定 する 期間 に 、 県 か ら 県 営 建設 工事 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 (平成 7 年 2 月 
9 日 建 振 第 281 号 ) 、 建 設 関連 業務 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 (平成 18 年 6 月 6 日 建 技 第 141 

号 )、 物品 購入 等 に 係る 指名 停止 等 措置 基準 (平成 12 年 3 月 30 日 出 総 第 24 号 ) な ど に 基づく 指 

名 停止 又は 文書 警告 に 伴う 非 指名 を 受け て いな い 者 で ある こと 。 

(10) 単独 で 提案 し た 参加 者 は 、 他 の 共同 提案 の 構成 員 と な る こと は で き な い こと 。 
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(1) 担当 部 著 
岩手 県 ふる さと 振興 部 科学 ・ 情 報 政策 室 (岩手 県 庁 8 階 ) 







































































〒020 一 8570 。 岩手 県 盛岡 市 内 丸 10 一 1 

電 話 019 一 629 一 5245 

FAX 019 一 629 一 5766 

電子 メー ル ア ドレ ス AB0008@pref. iwate. jp 
(2) 実施 要領 等 の 交付 
関係 書類 (様式 等 ) に つい て は 、 岩 手 県 公式 ホー ムペ ー ジ に 掲載 する 。 
※ ッ プ ペー ジ (https://www. pref. iwate. jp/) 右端 上 「 県 政情 報 」>「 入 札 ・ コ ン 
べ ・ 公 募 情 報 」 
【 交 付 資料 】 
資料 1 プロ ポー ザル 実施 要領 
資料 2 業務 仕様 書 
資料 3 業務 提案 書 作成 要領 
資料 4 プロ ポー ザル 審査 要領 
(3) 実施 要領 等 に 関す る 質問 の 受付 ・ 回 答 の 公表 

実施 要領 等 に 関す る 質問 の 受付 に つい て は 、 次 に より 受け 付け る 。 
ア 受付 期間 

令 和 4 年 5 月 18 日 ( 水 ) 午後 5 時 まで 













































































イ 受付 場所 
上 記 「(1) 担当 部 署 」 に 同じ 。 
ウ 提出 方 法 
【 様 式 1 一 1 】 「 実 施 要 領 等 に 関す る 質問 票 」 に 科 潔 に 記入 の 上 、 電子 メー ル に より 提出 
する も の と する 。 
エ 回 答 方 法 
受け 付け た 質問 に つい て は 、 質 問 事項 と 回 答 事 項 を と り ま と め て 、 電 子 メ ー ル に て 質問 
者 あて 回 答 す る と と も に 、 娠 手 県 公式 ホー ムペ ー ジ に 掲載 する 。 
オ 回 答 期日 
令 和 4 年 5 月 20 日 ( 金 ) 
(4) 参加 資格 の 確認 
参加 者 は 、 以 下 の 参加 資 格 確認 申請 書類 を 提出 し 、 参 加 資 格 の 確認 を 受け な けれ ば な ら な 
い 。 
ア 提出 書類 
次 の と お り 。 な お 、 共 同 提案 の 場合 は 、 代 表 者 以外 の 構成 員 に つい て も 、 そ れ ぞ れ 【 様 
式 1ー3】 を 提出 する こと 。 
① 【 様 式 1-2】 参加 資格 確認 申請 書 
②  【 様 式 エ 一 3】 会 社 概要 及び 過去 3 年 間 の 主 な 同種 事業 受託 実績 
※ 既 存 の 資料 (パン フレ ッ ト 等 ) に 様式 1 一 3 に 記載 され て いる 項目 が 網羅 され て い 
る 場合 は 代替 可 
③ 直近 の 財務 諸表 
イ 提出 部 数 
各 1 部 
ウ 提出 期限 
令 和 4 年 5 月 25 日 ( 水 ) 午後 5 時 [必着] 
エ 提出 先 及び 提出 方 法 
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① 書類 の 提出 に 当たっ て は 、 上 記 「Q) 担当 部 署 」 ま で 電話 又は 電子 メー ル に て 、 事 前 
に 連絡 する こと 。 

② 事前 連絡 後 、 書 類 は 、 電 子 メ ー ル 又は 岩手 県 大 容量 ファ イル 転送 サー ビス に より 提出 
ずる こ &。 

オ 確認 結果 


令 和 4 年 5 月 30 日 (月 ) まで に 文書 等 に より 通知 する 。 
カ 留意 事項 
① 上 記 書 類 を 提出 期限 まで に 提出 し な か っ た 者 又は 参加 資格 が 認め られ な か っ た 者 は 
プロ ポー ザル に 参加 する こと が で き な い も の と する 。 
② 参加 資格 確認 申請 書類 に 虚偽 の 記載 が 判明 し た 場合 に は 、 参 加 資 格 を 取り 消す と と も 
に 、 当 該 参 加 者 が 行っ た 提案 を 無効 と する こと が ある 。 
(5) 参加 資格 の 喪失 
参加 者 は 、 下 記 「4 受託 侯 補 者 の 選定 方 法 等 に 関す る 
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順 」 に 定め る プロ ポー ザル の 実施 
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日 まで に 、 参 加 資 格 の 要件 


こ 該 当 し な く な っ た と 





ーー 





(6) 参加 資格 が 認め られ な か っ た 者 に 対す る 説明 


参加 資格 が 認め られ な か っ た 者 は 、 
E 由 の 説明 を 求め る こと が で きる 。 























ア 提出 期限 
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令 和 4 年 6 月 1 日 ( 水 ) 午後 5 時 〔 必 着 ] 
イ 提出 先 及び 提出 方 法 


① 上 記 「⑪) 担当 部 署 」 ま で 、 


ウ 回 答 











手 県 知事 に 対し て 、 文 書 


令 和 4 年 6 月 8 日 ( 水 ) まで に 文書 等 に より 回 


(7) 業務 提案 書 等 の 提出 


き は 、 参 加 資 格 を 失う も の と する 。 





ー 
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(様式 任意 ) に より 、 そ の 








電子 メー ル に より 提出 する も の と する 。 


答 す る 。 





参加 者 は 、 業 務 提案 書 等 を 以下 に より 、 提 出す る も の と する 。 


ア 提出 書類 


資料 3 「 業 務 提 案 


イ 提出 部 数 
1 部 
ウ 提出 期限 





令 和 4 年 6 月 8 日 ( 水 ) 午後 5 時 〔 必 着 ] 
エ 提出 先 及び 提出 方 法 


書 作成 要領 」 で 定め る 書類 












































① 書類 の 提出 に 当たっ て は 、 上 記 「Q①) 担当 部 署 」 ま で 電話 又は 電子 メー ル に て 、 事 前 
に 連絡 する こと 。 
② 事前 連絡 後 、 書 類 は 、 電 子 メ ー ル 又は 岩手 県 大 容量 ファ イル 転送 サー ビス に より 提出 
する こと 
オ 留意 事項 
① 参加 者 1 者 に つき 1 提案 と する 。 ま た 、 業 務 提 案 書 等 は 、 提 出 後 の 書換 え 、 引 換え 、 








撤回 





る 。 
(8 業務 提案 の 無効 


上 記 「(4) 参加 資格 の 確認 」 に 
いずれ か に 該当 する 業務 提案 は 、 僚 














又は 再 提出 を 認め な い 。 
② 提案 に 係る 費用 の 総額 は 、」 








~~ 


ほ 効 と する 。 























ア 提出 期限 を 過ぎ て 提出 され た 提案 








イ 民法 (明治 29 有 





ワウ 
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誤字 、 腕 字 委 








に ソ 二 侍 
F 祭 有 





E 記 「1 本 業務 の 概要 」(4) の 予算 額 を 超え な いも の と す 


り 参加 資格 が 認め られ な か っ た 者 の 業務 提案 及び 下記 の 















































第 89 号 ) 第 90 条 (公序良俗 違反 )、 第 93 条 (心神 
示 ) 又 は 第 95 条 (錯誤 ) に 該当 する 提案 
に より 必要 事項 が 確認 で き な い 提案 


留保 )、 第 94 条 (虚偽 











エ その 他 企 画 競 争 に 関す る 条件 に 違反 し た 提案 
(9) プロ ポー ザル へ の 不参加 
上 記 「(4) 参加 資格 の 確認 」 の 結果 、 参 加 資 格 を 有する と 認め られ た 者 が 、 下 記 「4 受託 
































に 関す る 事項 」 に 定め る プ 





候補 者 の 選定 方 法 等 











ロボ ポー ザル に 参加 し な い 場 合 は 、 プ ロ ポ ー ザ 



































ル 実 施 日 の 前 日 まで に 、 【 様 式 1 一 4】1「 プ ロボ ポー ザル 参加 辞退 届 ] を 、 上 記 「(1) 担当 部 署 」 
まで 電子 メー ル に より 提出 する こと 。 
な お 、 プ ロボ ポー ザル に 参加 し な か っ た 者 は 、 こ れ を 理由 と し て 、 以 降 、 県 が 実施 する 他 の 
企画 競争 等 に つい て 不利 益 な 取扱 い を 受け る こと は な い 。 







































































6 受託 候補 者 の 選定 方 法 等 に 関す る 事項 





(1) 受託 候補 者 の 選定 方 法 
参加 者 の 業務 提案 の 審査 は 、 資 料 4 「 業 務 提 案 審 査 要領 」 に 基づき 、 選 考 委員 会 に お いて 
行う も の と する 。 
な お 、 業 務 提 案 書 等 の 内 容 が 、 上 記 「1 本 業務 の 概要 」(4) の 予算 額 を 超え た 場合 は 、 審 
査 の 対象 と な ら な いも の と する 。 
(2) 選考 委員 会 の 開催 
ア 開催 日 時 (予定 ) 
令 和 4 年 6 月 中 旬 
イ 開催 場所 (予定 ) 
岩手 県 庁 内 また は 近隣 施設 の 会 議 室 等 を 準備 し 、 別 途 示す 。 
な お 、 オ ン ラ イン で の リモ ー ト 参加 を 可能 と する 。 
ウ 開催 方 法 等 
審査 は 、 参 加 者 か ら 提 出さ れ た 業務 提案 書 及 び 参 加 者 に よる プレ ゼン テー ショ ン に 基 
づい て 実施 する 。 な お 、 選 考 委員 会 当日 の プレ ゼン テー ショ ン は 、 業 務 提 案 書 に より 実 
施す る も の と し 、 追 加 資 料 等 の 提出 並び に 配信 は 認め な い 。 
プレ ゼン テー ショ ン の 順番 は 、 上 記 「 3 (④⑭) 参加 資格 の 確認 」 に 掲げ る 書類 の 提出 が あ 
っ た 順 と する 。 
プレ ゼン テー ショ ン の 時 間 は 、1 者 当たり 30 分 (説明 20 分 、 質 疑 応答 10 分 ) と する 。 
た だ し 、 都 合 に より 、 1 者 当たり の プレ ゼン テー ショ ン の 時 間 を 変更 する 場合 が ある 。 
リモ ー ト で プレ ゼン テー ショ ン を 行う 場合 は 、 前 記 3 (4) ウ に 記載 の 参加 資格 確認 申請 
書類 の 提出 期限 まで に 、 前 記 3 (1) の 担当 部 署 まで 連絡 する こと 。 
な お 、 リ モー ト で の プレ ゼン テー ショ ン は Zoon 会 議 で 行う こと と し 、 ミ ー テ ィング TID、 
パス コー ド 等 に つい て は 、 参 加 資 格 確認 結果 と 併せ て リモ ー ト 参加 者 の み に 通 知 す る 。 
参加 者 が 6 者 以上 と な る 場合 に は 、 ふ る さと 振興 部 科学 ・ 情 報 政策 室 が 、「 業 務 提 案 審 
査 要領 」 で 定め る 審査 項目 に より 1 次 審査 を 行い 、 上 位 と 評 さ れ た 5 者 に より 、 選 考 委 
員 会 に お いて 審査 を 行う 。 な お 、 参 加 者 が 5 者 以下 で あっ た 場合 に は 、 1 次 審査 は 行わ 
な い 。 
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ア 県 は 、 業 務 提 案 選 考 委員 会 の 審査 結果 に 基づき 、 第 1 順位 の 受託 候補 者 を 決定 する 。 
イ 審査 結果 は 、 各 参加 者 に 郵送 等 に より 通知 する 。 
ウ 第 1 順位 の 委託 候補 者 が 契約 を 締結 し な いと き は 、 次 点 の 者 と 契約 交渉 を 行う 。 


7 契約 に 関す る 事項 











































































































(1) 契約 書 作成 の 要 否 
要 
(2) 契約 保証 金 
岩手 県 会 計 規 則 (平成 4 年 岩手 県 規則 第 21 号 ) に 基づき 判断 する 。 
(3) 業務 提案 書 等 と の 関係 
業務 提案 書 等 に 記載 され た 事項 は 、 業 務 仕様 書 と 合わ せ 、 契 約 時 の 仕様 書 と し て 扱う も の 
と する 。 た だ し 、 本 業務 の 目的 達成 の た め に 修正 すべ き 事 項 が ある 場合 に は 、 県 と 受託 候補 
者 と の 協議 に より 契約 締結 段階 に お いて 項目 を 追加 、 変 更 又 は 削除 を 行う こと が ある 。 
(4) 契約 結果 の 公表 
県 は 、 本 契約 に つい て 、 契 約 締結 の 日 か ら 概ね 15 日 以内 に 、 関 係 事項 を 岩手 県 公式 ホー ム 
ペー ジ 上 で 公表 する 。 


(1) 参加 者 は 、 私 的 独占 の 禁止 及び 公正 取引 の 確保 に 関す る 法律 (昭和 22 年 法律 第 54 号 ) 等 に 
抵触 する 行為 を 行っ て は な ら な い 。 
(2) 参加 者 は 、 プ ロ ポ ー ザ ル の 実施 に 当たっ て は 、 競 争 を 制限 する 目的 で 他 の 参加 者 と 参加 意 
思 及 び 提 案内 容 に つい て 、 い か な る 相談 も 行っ て は な ら ず 、 独 自 に 業務 提案 書 等 を 作成 し な 









































































































































































































































































































































































































































けれ ば な ら な い 。 

(3) 参加 者 は 、 受 託 候補 者 の 選定 前 に 、 他 の 参加 者 に 対し て 業務 提案 書 を 意図 的 に 開示 し て は 
な ら な い 。 

(4) 参加 者 が 連合 し 、 又 は 不穏 な 行動 を な す 等 の 場合 に お いて 、 プ ロボ ポー ザ ル を 公正 に 執行 す 

















る こと が で き な い と 認め られ る と き は 、 当 該 参 加 者 を プロ ポー ザル に 参加 させ ず 、 又 は プロ 
ポー ザル の 執行 を 延期 し 、 若 し く は 取り や め る こと が ある 。 


(1) 提出 書類 の 取扱 い 

ア 参加 者 が 県 に 提出 し た 書類 (以下 「 提 出 書類 」 と いう 。) に 含ま れる 著作 物 の 著作 権 は 、 
参加 者 に 帰属 する も の と する 。 

イ 提出 書類 は 、 返 却 し な いも の と する 。 

ウ 提出 書類 は 、 公 表し な いも の と する 。 
エ 提案 内 容 に 含ま れる 特許 権 な ど 日 本 国 の 法令 に 基づい て 保護 され る 第 三 者 の 権利 の 対象 
と な っ て いる も の を 使用 し た 結果 生じ た 責任 は 、 原 則 と し て 参加 者 が 負う も の と する 。 
(2) プロ ポー ザル 参加 に 要する 経費 に つい て 
プロ ポー ザル 参加 に 要する 経費 は 、 全 て 参加 者 が 負担 する も の と する 。 

(3) プロ ポー ザル 参加 に あたっ て の 留意 事項 

ア 参加 資格 確認 申請 書 及 び 添 付 書類 に 虚偽 の 記載 を し た 者 に 対し て は 、 一 般 委 託 契 約 に 係 
る 入札 参加 制限 等 措置 基準 に 基づき 、 参 加 制 限 等 の 措置 を 行う こと が ある 。 

イ 参加 資格 を 満た し て いる 者 で あっ て も 、 不 正 又 は 不誠実 な 行為 が あっ た 場合 、 経 営 状況 
が 著しく 不 健 全 で ある と 認め られ る 場合 等 に あっ て は 、 参 加 資 格 を 認め な いこ と が ある 。 










































































































































































































































































スケ ジュ ー ル (予定 ) 

プロ ポー ザル 実施 要領 等 の 公 ョ 
質問 票 の 提出 期限 
質問 に 対す る 回 答 

参加 資格 確認 申請 書類 の 提出 期限 
参加 資格 確認 結果 の 通知 

業務 提案 書 等 の 提出 期限 

選考 委員 会 で の 審査 
選考 結果 の 通知 
契約 締結 
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